（様式　１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年　　月　　日
緊急雇用創出事業（震災対応事業）
「がんばろう福島の企業！産業復旧・復興事業」（成長産業振興事業）
応募申込書
　福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
福島県が実施する緊急雇用創出事業（震災対応事業）「がんばろう福島の企業！産業復旧・復興事業」（成長産業振興事業）に応募したいので、下記の書類を添えて応募します。
なお、提出書類の記載事項はすべて事実と相違なく、かつ、地方自治法施行令第167条の4の規定のいずれにも該当しないことを誓約します。
記
　１　添付する書類
・県税納税証明書
・直近1事業年度の貸借対照表、損益計算書又は税務申告書の写し
・定款（写しでも可）※法人の場合
・商業登記簿謄本（写しでも可）※法人の場合
・暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
・役員一覧
　２　応募企業等の概要
	事務所の所在地
	

	担当者
	所属･氏名
	

	
	連絡先
	  ＴＥＬ　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

	
	Email
	

	設立年月日
	

	代表者氏名
	

	業　　　　種
	

	主な事業内容
	

	従業員数
	人　（うち正社員　　　　　 　人）


３　事業計画書
  事業概要
	該当事業分野
	募集要項2(2)該当分野
を記載
	

	 目的
	（提案の背景にある地域のニーズ・課題等を具体的に記載してください。）

	 具体的な
 事業内容
   実施方法

	（どのような事業を行うのかなるべく具体的に記載してください。事業内容が複数に分かれる場合は、事業ごとに記載してください。また、新規雇用する失業者等の業務内容を具体的に記載願います）
（事業の進め方、いつ、どんな事業を行うのか具体的に記載してください。）

	 事業費
 （うち人件費）
	     　　  　 　　千円（消費税を含む。）
 （　　　 　 　 　千円（うち新規雇用の失業者分　  　 　 　　千円）

	 実施期間
	  平成　　年　月　日（　）～　平成　　年　月　日（　）

	 実施地域
	県北・県中・県南・会津・南会津・相双・いわき・県内一円・その他（　　）

	事業終了後の雇用計画について
	（事業終了後の雇用について具体的に記載してください。）

	 雇用する全労働者数
	  　　　　　　　　　     人 （うち新規雇用の失業者数　　　　  　人）

	 全労働者の延雇用日数
	                       人日 （うち新規雇用の失業者分　　　　　人日）


※ 必要に応じて、別紙により記入いただいても結構です。
４　研修計画
	研修目標
	（基礎知識及び技能を習得する、資格の取得を目指す等記入してください。）

	研修期間
	平成23年　　月　　日から平成24年3月31日

	研　　修　　内　　容
	研修の種類
	具体的内容
	研修時間
	実施場所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５　経費内訳書
	区分
	内　　　　　　　　訳
	金　　　額（円）

	 人件費
	（新規雇用する失業者の人件費の割合は2分の1以上であること）
（新規雇用する失業者と事業に従事する既存雇用者を分けて記載してください。）
	

	
	　計
 (うち失業者分)
	
	         円
 （　　　　　　　　　円）

	 人件費
 以　　　　外
（その他の経費）
	（項目ごとに区分けして記載してください。）
	

	
	計
	
	   　               円

	 消費税額
	                                                           円

	 合計
	                                                           円


　※ 必要に応じて、別紙により記入いただいても結構です。

